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結びにかえて
1.企 業 目標の実証的研究対象 としての環境保全
現代の企業は環境保全の問題 を企業 の目標システムにおいて どの ように位
置付 けているのであろうか。
ドイツ経営経済学においては,企 業の目標 システムの実証的研究に関して
長い伝統がある。 しか しなが ら,現 在,こ の研究分野 は多 くの人々には流行
遅れ と見 られているが,ま だ決 して終了 してはいない。 この ことは企業 目標
1)
としての環境保全等の研究 により特 に明確 になっている。企業 を対象 とした
実証的な目標研究では様々な企業 レベルにおいて目標 の内容,目 標の構成プ
ロセス と目標間の関連 を分析 している。すなわち,全 組織の観点から見た場
合の企業 目標,あ るいは職能 レベルか ら見た場合の部門 目標(例 えば購買,
21
生産,販 売 目標),さ らには企 業 において通常,多 くの人々が参加 してい るイ
ノベ_テ ィブな意思決定 プ・ロセスの 目標 があ る(Kupsch,Fritzetal・)・環
境保 全 は原則的 には以上 の3つ の観察 レベ ルで調 査す る ことがで きる。例 え
ば研究開発,購 買,生 産,販 売等の部分 目標 として環境保 全 を考察で きる。
それ以外 に も環境保 全 は意思決定 目標 として も徐 々に重要 になって きてい る。
例 えば,環 境 に優 しい素材,補 助材料,工 場消耗 品の選択 の際,原 材料 を節
約す る生産設備 の構築,有 害物質 の発生 と処 理 を考慮 した テクノロジーの選
択等が含 まれてい る。例 えば,Procter&Gambleのように新製品計画 に も
製 品 と包装材 による廃棄物発 生 を最小限 に留 め る処理 コンセプ トが統合 され
てい なけれ ばな らない。職能領域 と意思決定 プ ロセ スレベ ルが環境保 全 目標
の分析 のために興味 あ る手 がか りを提供 して いるに もかかわ らず,環 境保 全
を実証的 目標研究 において は これ まで広範 な経験的基礎 の も とで企業 目標 と
してのみ調査 は して いなか った(W.Fritzu.a.)。
環境保 全 は文献 上,古 い経営経済学 の用語 に関連 し企業 の客観 的 目標 ある
いはフ ォーマル な 目標 として論議 されて きた(R.Walter)。それ故 に,環 境
サ ー ビス を製作 し,提 供 してい る企業 は客観的 目標 として環境保全 を追求 し
てい るので ある。 この よ うなサー ビスプログラム は,私 企業 によって実施 さ
れ る場合,例 えば利益,収 益性 また は売上高 の増大 の ような上位 目標 の達成
手段 として行 なわれ るこ とが多 い。 なぜな ら私企 業で は,多 くの公共企業 と
異 な り,フ ォ 一ーマ ル 目標 に重 点 が置 か れ て い るか らで ある(EKosiol)。それ
故 に,以 下 で はフ ォーマル 目標 としての環 境保全 を中心 に考察 す る。 その際
環境保全 が どの程度 フ ォーマル 目標 とされ るか否 かが問題 にな る。例 えば,
マ ネジメ ン トの抽象的 な上位 目標 で,そ れ を達成 す るた めには多様 な客観 的
目標が実現 されな ければな らな い。 そ して環境保 全が企業 の他 のフ ォーマル
な 目標 に どの ような関係 が あるか,こ れ らの問題 を今 までの実証的 な 目標研
究 の成果 と最近 の デー タを使 ったH.Raffee,F.ForsterおよびW.Fritzの
2)
共 同 研 究 を も と に し て 検 討 した い 。
22国 際経営論集No.121997
2.企 業 目標 システムに おけ るエ コロジー 目標 の地位
2-1目 標 階層 におけ るエ コロジー 目標 の ランク
「近代的 マネ ジメン トは,出 資者,従 業 員お よび環境 に対 して同 レベルで責
任 を感 じ,行動 す る場合 にのみ考慮可能で あ る」(E.Reuter)。それ故,Reuter
は環境 保全 を責任感 と目標 設定 として基本的 に 「クラシ ックな」企業 目標 と
同 レベル に置 いてい る。HilgerとRoheは,HoechstあるいはBayerでは一
方で は製 品の高品質 と経済性 を,他 方で は環境保 全 を同列 の企業 目標 として
ラ ンク付 けてい る。 また,他 の多 くの大企業,例 えばAkzo,BASF,IBM,
Siemens,Suducker,VW,Philips,FAGKugelfischerおよびProcter&
Gambleでも環境保 全 を上位 の企業 のマネ ジメ ン ト原則 として位置 付 けて い
3)
る。
しか し,こ のような著名 な大企業が宣言 した環境 目標の位置付けが ドイツ
全企業にとって普遍的であるか否かは問題がある。特定の中小企業 を除 く多
くのそれは,自 社の環境負荷 に関 して知識が不十分なため,そ してまた不利
な人材 と資本状況のため環境保全対策の実施 に関 しては非常に苦労 している。
更に,中 小企業 は一般 には公のエ コロジー討論の対象にはされていないため
企業 目標 としての環境保全 はあまり重要視 されないことが多い。全 ドイツ企
業 における環境保全の実際の重要度 に関 しては「企業 目標 としての環境保全」
という実証的な目標研究により基本的 にはうかがい知ることができる。
過去数年で,企 業 目標 システム中でのエコロジー目標の重要性 に関す る実
証的な調査が数件ある。最初の2つ の調査では(「製品の環境への優 しさ」お
よび 「自然資源の大切 さ」)というエコ目標 は企業目標 の中で最下位の目標で
あった点が一致 している。すなわちマネジメン トにとって他の企業 目標がよ
り重要であったことがわかる。 しか し,他 の3つ の調査(図 表1参 照)で は




図表1は3つ の調 査か ら求 め られた企業 目標 のラ ンクで あ る。 この表か ら
わか る ようにMeffert&Kirchgeorgが行 なった調査で は,Raff6e等が実施
した2つ の調査 よ りも環境 目標が高 い ランクを得てい る。前者 のケースで は
この 目標 は最上 ランク との差 が0.69である。 しか し,後 者で は同 じ統一 され
た6段 階の 目盛 りで0.99～1.09の差が ある。M&Kお よびRaff6e&For-
ster&Kruppの調査 で はエ コ目標 が従来の経済 目標,例 えば市場 占有 率,売
上 高,短 期利 益,成 長性 の重 要度 を上 回 ってい る。 よ り新 しい調 査 で あ る
Raff6e&Fritzのも はそれ を裏付 ける もの はない。調査 に参加 した企業で
は上 に挙 げた 目標 の中で短期利益 目標 だ けが環境保全 目標 よ りも重要 でない
と回答 してい る。 それ に対 して市場 占有率,売 上高 お よび成長性 目標 は環境
保全 目標 よ りも高 い ランクにある。
この部分 に関す る論 点 は,こ れ らの調 査 におけ る企業 の抽 出法 のラ ンダム
な取 り方の相 違 にある。R&F&Kお よびM&Kの 調査 ではエ コ問題 にあ
る程度強 く関わ ってい る業種 で行 なってい る。 この よ うな業種,例 えば自動
車産業,化 学工業,石 油精製業,合 成樹脂工 業お よび鉱 業で は環境保 全 目標
は比較 的高 い重 要度 を もつ。例 えば,自 動車産業 ではエ コ目標が利 益額 とか
補償貢献額 の よ うな経済的 目標 の重要度 を上 回ってい る(Raffeeu.a.,1988)
とい う。それ に対 してR&Fの 調査 は ドイ ツ全体 の代表 的製造企業 をランダ
ムに抽 出 した ものであ って,あ る業種 の偏 りはみ られ ない。 これ までの結論
として環境 問題 に強 く関わ って いる業種 で は環境保 全 目標 の重要度 は比 較的
高いが,そ れ は全業種 に普遍的で はない とい うこ とであ る。大半 の ドイ ツ企
業で は,エ コ目標 と経済的 目標 とを同格 にみなす ところまで至 ってない。有
名 な企業 に両 目標 の同格性 に関 して質 問 してみて も,こ れ は全企 業 に普遍化
で きない。 しか し,環 境保全 は全体 的 には決 して不要 な企業 目標 とは見 られ
て いない。R&F&Kの 調査 に よると,90年代 にはほ とん どの企業 におい




ラ ン キ ン グ(1988)x
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n=197:1=最 も重 要 で あ
る:6=全 く重 要 で な い
n=144:序列:1二 重 要 性








は,90年代半 ば を過 ぎた現在 において妥 当 してい る。
2-2エ コロジー 目標 の企業 目標 システムへの統合
Fritz等の1985年の調査 で は,検 索 ・確認要素分析 に基 づ き三 要素 目標 シス
テムが求 め られ,そ れが 回答調査 での基礎 目標 システム また はケル ン目標 シ
ステム として原則的 に役立 ってい る。 このケル ン目標 システム は3つ の基礎
目標(ま たは 目標要素)に 区分 され る。す なわ ち,第 一 に給付 目標,こ れ は
「供給 品の品質」 「社会 的責任 」 を含 んでい る。第二 に市場 目標,こ れは 「市
場 での影響力 」「売上高」 「市場 占有率」 を含 んでい る。第三 に収益 目標sそ
れ は主 に 「利 益 目標 」 に よ り影響 され る。 このケル ン目標 システムで はエ コ
目標 も給付 目標 の一部 として配列 され る。 この こ とはR&F&Kお よび
Fritz等の実証 的研究 によって立証 されて いる。MeffertもKirchgeorgも自
分 た ちの調査で環境保全 目標 と給付 目標 とが密接 な関係 にある ことを確認 し
ている。環境 目標 の企業 の基礎 目標 システムへの実証 的配列(こ こで は 「環
境 に優 しい製 品」 とい うかた ちで)は 図表2に 示 され てい る。














とい う目標 は給付 目標 に密i接につ なが って いるが,し か し 「供給 品の品質」
や 「人気度」 とい う目標 よ りも関連 度が薄 い。 この こ とは両後 者が0.83また
は0.77とい う点数 に対 しi前 者 が0.64とい う点数 か ら もわか る。「環 境 に優iし
い製品」 とい う目標 は,給 付 目標 と市場 目標 あ るい は収 益 目標(0.42また は
0.24)との間接 的 な関連 に よって 「売上高」 「市場 占有率」 「利益額 」 の よう
な経済 的 目標 に影響 を及 ぼす。す なわちエ コ目標 は給付 目標 を通 じて間接 的
に経済 的 目標 につ なが つてい る。 しか し,こ の関連 は部 分的 で弱 い。
図表2に 表示 され た 目標構造 はMeffertもKirchgeorgが求 めた もの に類
似 して いる。 ここで も環境保全 目標 は給付 目標 と密接 な関係(r=0.59)があ
り,更 には市場 目標(r=0.36),長期 利益 目標(r=029)と も関連 して い
6)
る。 この結果からも環境保全 目標 と給付目標 とが比較的密接な関係 にあるこ
とがわかる。
3.企 業 目標 に お け るZコ ロジ ー とエ コ ノ ミー との 相 互 関 係
3-1従来の研究での目標関係
エコロジー とエコノミー という目標関連 に関する一般的な見解 は多種多様
である。環境保全を徹底的に指向することによ り原価負担が非常 に加重にな
り,こ の部分 を価格では全 くあるいは部分的にしかカバーできず,そ れによ
り経済的な目標,と くに収益面で大幅な損失を生 じるとい う論議はよ く耳に
す る。すなわち環境保全 と利益目標 とは競合関係 にあるとい うことである。
しかしなが ら,環境保全の分野での努力がイノベーション利益のようなチ
ャンスを提供 してお り,好 ましい企業イメージをもた らし,長 期的には競争
メリットがで きる という考 えがその反論である。 これ らのケースではエコロ
ジー とエコノ ミー との相補関係が主張され,そ れによると両分野での目標達
7)
成 の同時増 加が可能 であ る とす る。
要す るに,特 殊(故 意 的)目 標 中立性 あ るいは 目標独立性 とい う議論が あ
企業の目標システムにおける環境保全27
る。それによると環境保全は,倫 理的な考 えにより企業管理上ほぼ独立 した
目標 として企業 目標 システムで取 り上げられ る。その際,環 境保全 目標 と他
の目標 との関連性 は第二次的である。環境保全は企業の他の目標 と並列 され,
それによって他の目標達成が影響 されるか否かは問わない。
図表2で 表示 されたケルン目標 システムでは,エ コロジーとエ コノ ミー と
いう企業 目標間の関連性 を示 している。すなわち,基 礎目標間で立証 された
積極的な関連性については回答 した企業が この目標間に競合性 よりも相補性
を見いだ している。「環境 に優 しい製品」を製造するという目標 は給付 目標の
一部分 として,そ の市場 と利益目標 との関連で,市 場占有率,売 上高,利 益
額 とい う目標 によい影響 をもたらすのである。 しか し,こ れらの関連性 はあ
まり強 くない。 その理 由としてエコロジー度の高い製品による市場での成功
や利益の獲得チャンスが,企 業に充分 に利用 されていないように思われ る。
最近,Meffert&Kirchgeorgはエコロジ 一ーとエコノミー との企業 目標関
連の詳 しい分析 を行なっている。 この調査では環境保全の目標が他の企業目
標 の達成をどの程度促進するかしないかをマネジメン トが回答 している。 こ
こで も上述 したような目標関連性が立証 されている。その他 に,更 に拡大 し
た観点か らい くつかの競合する目標関連について も検討 している。M&Kに











M&Kの 調査 に よれ ば,以 上 の うち環境保全 目標 は企業 イ メー ジ,製 品
イメー ジお よび従 業員 の動機付 けの改善 に最 も寄与 してい る とい う。環境保
全 目標 と競合 関係 にあるの は
短期利益獲 得 目標
一原価 削減 目標
の2つ であ る(Meffert,Kirchgeorg1989,190f)。この ことは筆者 の実施 し
g}
たアンケー トで も実証 されている。 また,環 境保全目標 と生産能力増強 目標
との間では,ほ ぼ目標 中立性が認められた。
しか しなが ら,全体的に見 ると相補的目標関係 にあるものが圧倒的 に多い。
それ故 に,エ コロジー とエ コノ ミー との問には妨害的よ りもむしろ促進的関
係があることが確認 されている。企業 は環境保全 を長期的企業成果の確保の
用具 として認識 した ようである。 このことはM&Kの 調査で環境保全が長
期利益獲得 目標 に寄与するという答 えか らも理解で きる。そしてまた環境保
全関連への関心は企業の競争能力 を弱めるとい う一般論 もほ とんど裏付 けら
れてない。M&Kに よって確認 された環境保全 目標 と競争能力確保の目標 と
の相補的関係 は,以 前にもFritz,Forster,WiedmannおよびR ffeeによる
原因分析 によっても立証 されている。それ故 に,一 般的に環境保全対策,環
9)
境 に優 しい製品の生産は企業の競争能力の向上 に寄与 している。
3-2目 標関係 の新 しい分析
更 に,Raff6e等は これ まで に述べた 目標 関連 に関 して,環 境保全 目標 と他
の企 業 目標 との達成度 に関 す る実証 的調査(Raffee&Fritzの研 究資料,
1990)をもとに詳細 に検討 してい る。 この結果 は以下 の図表(3と4)に 掲
載 されてい る。図表3に よる と高 い環境保 全 目標 を達成可能 な企業 の条 件 と
して は以下 の ものが あ る。
一競 争力 と企業存続 の確保 がで きる こと




































































































一高い品質の供給品 を提供でき,か つ高い人気度 を達成できること
一職場 を維持 ・創造 し,従 業員 と顧客 を満足 させ,消 費者へのサー ビス も
提供可能であること






































付 記:測 定誤 差 お よび構 造 均 等 誤 差 は不 算 入 。 目標 達 成 度 の 相 互 関 係 に基 づ き構 造 均 衡 誤 差 が調
整 され て い る。(1FI-.98;AGFI=.97;RMR=.06;Chiz=145,50;df=182;p=・.978.
一社会的な責任を有効に実行できること
先ず,こ れ らの統計の結果 は,上 記の相補関係 を裏付けるものである。 し
か し,こ の分析 はMeffert&Kirchgeorgが診断 した競合 的あ るい は中立 的
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な目標関係に反するものである。R&F&Fの 結果によると,環 境保全 目
標の達成 と 「原価削減」および 「生産性上昇」 目標 との問に非常に重要で積




な考 えがある。Meffert&Kirchgeorgが認めたように環境保全 は売上増 と企
業成長に寄与する。 したがって,そ れにより操業能力が有効 に利用されるこ
とか ら原価(例:資 本拘束原価,空 費原価)削 減の効果 もあると考 えられる。
そして環境保全対策の直接原価 は少 なくとも長期的に充分 カバーで きる。操
業能力 を有効に利用することで給付結果の改善がで き,生 産要素の収益性に
寄与 している。 これらの推論 は,R&F&Fの データか ら売上高 目標 と高
い操業能力達成度(r=.560),より高い生産性上昇率(r=.584)そしてより
高い原価削減率(r=.385)の間の密な関連度(・.001)に よって裏付け
られている。更 にまた,操 業度 は生産性上昇率(r=.346)および原価削減率
(r=.369)とも積極的 に関わっている。生産性上昇 と原価 削減(r=.584)も
同様に相補関係 にある。
ここではあま り詳 しく述べていないが,原 因分析の枠内でこの関連が同じ
ように確認 されている。それ故に,環 境保全 目標の達成 は直接的,且 つ,間
接的に生産および原価経済的な企業 目標の達成に良好な関連 をもっている。
しか し,こ の関連 は長期的なものである。なぜなら,こ こで実施 された分析
は3年 間にまたがる観察に基づいているからである。M&Kが 認 めた よう
に,エ コノミー とエコロジーというフォ0マ ルな目標間の衝突 は短期的には
生 じるが,長 期的にはエ コ目標達成で売上高増大,操 業度上昇,原 価削減お
よび生産性上昇に効果があ り,環境保全 目標 と経済的目標 との間にはほぼ相
補関係がある。
図表3は,環 境保全 目標の達成度 と他の企業 目標の達成度 との相補関係 を
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示 している。LISRE?7(Jorgskog,Sorbom1988)で実施 された原因分析
では,環 境保全 目標の実現化が生産性 目標,原 価削減 目標お よび 「人気度」
目標 に関 して強 く関連 し,「従業員満足度」,「社会的責任」ならびに成長性 お
よび安全性 目標 に良好な影響 をもた らしているという推論 を裏付 けている。
そして この分析 も3年 間にわたる企業のコメン トに基づ くものであ り,同 じ
くエコノ ミー とエコロジーという企業 目標の関連が長期的に密な相補関係 に
あるという仮説 を支持 している。
しか しyこ の結論 には制約的コメン トを付加 しなければならない。一っは
M&Kな らびにR&F&Fが 求めた環境保全 目標 と経済 目標 との間の相補
関係は常に強い ものではない。 そして確認 した相補関係の裏 には非常 に複雑
な代替関係が存在 している。例 えば,環 境保全は一方では他の目標,し たが
って企業の成功に寄与す ることができる。 しか し,他 方では成功 している企
業の方があ まり成功 していない企業 よりも環境保全対策 を実施 しやすい とも
言 える。そ うなると企業の成功自体 も環境保全 に影響 をもた らすわけである。
ここで確認 した相補関係の裏に相互因果関係が隠 されているか もしれない。
しかし,こ れには更 に詳 しい調査を必要 とする。そして企業の各部門にも部
分的に異なった目標関連が存在する。エコ問題 に非常にオープンな企業 また
は特にエコ関連の業界では,エ コ目標 と経済的な企業 目標 の間 に密接な相補
関係が存在する。 これに対 し環境保全 にむ しろ消極的な企業では相補関係 は
それほ ど密でな く,む しろ競合する問題が沢山ある。エコ目標 と経済的企業
目標の相補関係 に関する0般 的テーゼを制約する状況は,多 くの企業がエ コ
目標 を企業の目標 システムに統合す るチャンスを全範囲で,見 いだし利用す
1Q)
る とい う ところに達 して いない ことにあ る。
4.環 境意識 を持 ったマネ ジメ ン ト
今 まで環境保 全 を企業 目標 として認 めた実証 的研 究成果 では,多 くの企業
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のマネジメン トコンセプ ト上の問題点 を明らかにしている。一つはエコ目標
が長期的にはほぼすべての経済的企業 目標 に対 して相補的な関係 にあること。
しか し,も う一つは目標の階層性 において大多数がエコ目標 を下位のランク
に置いていることにある。それ故に,ほ とんどの企業ではエ コ目標から生 じ
るチャンスを完全 に認 めてお らず,そ してまたこの可能性 を完全 に利用 して
いない ことである。 しか し,特 にエコ問題に関係する産業分野な らびにエコ
ロジー的にオープンな企業で は事情 は全 く異なる。
以上のことから,こ こで紹介 した研究成果か らエ コ目標が企業 目標 システ
ムにおいてより高 く評価 される必要がある。なぜならそれにより経済的 ・社
会的企業 目標が相当に支持 され,促 進され,更 にまたその結果 により環境保
全対策の実施条件が改善されるか らである。
このようなエコ目標 の評価 の必要性 は,大 幅な社会的な価値観の変遷 によ
って も生 じる。 このことは特にジュニアマネジメン トが高 く評価 しているこ
とか らもわか る。 この価値観の変遷 は,経 済が環境 に対 して強い責任感を持
つべ きであるという主張 を支持 している。例 えば,環 境 に優 しい製品 と生産
方法,そ して経済的なエネルギーお よび資源の消費等にその事例 を見 ること
ができる。
企業 目標 システムでの環境保全 目標のランクアップのための重要な観点 と
して企業での目標計画がある。その際,環 境保全 を企業の上位 目標 レベルで
重要な企業目標 として位置付 けるだけでな く,環境保全を上位 目標 に向けた
オペ レー ショナルな形式で企業の中間および下位 目標 としても企業に根付 け
ることが重要である。すなわち,環 境保全 を上位 の企業目標 として把握 し,
あるいはそれを独立 した目標 として位置付けるだけでは不充分である。経済
的,エ コ的目標 に基づいた企業行動の管理は,環 境保全 目標が全体 口標 シス
テムに根付 き,部 分 目標 レベル と意思決定 目標 レベルで充分 に考慮 されては
lI}
じめて保 障 され る。
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結びにか えて
以上 まで企業 目標 と環境保全 目標 との関係 を過去の実証研究 と対比 しなが
らH.Raffee,F.ForsterおよびW.Fritzの検討 をもとに考察 してきた。 こ
れ までの考察 と私見 をもとにまとめれば以下のようになる。
第一一に,現 代企業においては環境保全が緊急の課題 とな り,か つて製品の
品質 を考慮 しなければ売れなかったように今後 は環境 に優 しい製品でなけれ
ば消費者 に購入 して もらえな くなるであろう。 しか し,こ の ことは消費者の
環境への配慮の程度 によって異な りH.Kaffee等のように,ま だ現在におい
て断定できない。例 えば,ド イツ,ス イス,オ ランダ,北 欧諸国等のような
いわゆる環境先進国においては比較的早 い時期 にこのような志向が一般化 し
企業 により強い圧力を与 えるであろうが,環 境途上国では更に年月 を要する
であろう。
第二に現実の企業ではフォーマルな目標に重点が置かれているので,イ ン
フォーマルな目標 として環境保全 に重点をどんなに置いて もそれほ ど効果 は
ない。
第三 にエコノミ 一ーとエコロジーが衝突 した場合,通 常,前 者が後者 より優
先 され る場合が多いが,中 長期的には両者が相共に満たされるようにならな
ければならない。そのためには新 しい消費スタイル,生 産スタイルお よびラ
イフスタイルへの転換が必要 となるであろう。 しか し,現 在で も例 えばエコ
ロジー関係の業界や成功企業ほど環境保全 に熱心 ということから相関関係の
あるもの もある。
第四に,当 然のことであるが環境問題に強 く関わっている業種 ほど環境保
全 目標の重要性が高い。
第五 に環境保全が全体 目標 システムに根付き,部 分 目標 レベル と意思決定
目標 レベルで充分に考慮 されて初めて経済的,エ コロジー的 目標に基づいた
企業の目標システムにおける環境保全35
企業行動の管理が保障 される。
第六 にH.Raffee等は環境保全 目標 と企業 目標 との整合性 を強調 し過 ぎた
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